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1　はじめに
　原価計算の根本的な機能ないし役割の一つとして，古くから価格形成の側面が指摘されている1。
原価計算は一定の給付に関わらせて把握される財貨または用役の消費を原価数値という写体に変換す
る写像行為であり2，その写像行為たる原価計算を通じて価格が形成されてきたことは，異論のない
ところであろう。しかしながら，価格形成においては必ずしも写像行為たる原価計算を通じて価格が
形成されるとは限らず，価格が先に設定され，その価格が原価を決定することもあり得る。そのよう
な状況下では，実体を写し出すという原価計算の写像機能とは別に，実体を創出するという原価計算
の創出機能が作用すると考えられる3。この原価計算における実体創出の機能は，価格が先に決定さ
れ，かつその価格が社会的合意を要する公共料金の設定において顕著に現れると考えられる。
　公共料金の一つである電気通信料金は，特に競争の進展していないサービスにおいて，法令で規定
された電気通信の料金設定方式にしたがって算定されることになる。しかし，実際の電気通信料金
は，その料金設定方式に基づいて算定されるというよりは，規制当局（旧郵政省，現総務省）のその
時々の競争政策によって政策的に決定される。この規制当局によってあらかじめ設定された料金に対
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して社会的合意を得るためには，その料金が法令によって規定された電気通信の料金設定方式に基づ
いて算定されたことを提示する必要がある。そのような場合，電気通信事業者あるいは規制当局は，
電気通信の料金設定方式の中であらかじめ決定された電気通信料金に見合うように原価を算出するこ
とになると考えられる。すなわち，電気通信の料金設定においては，写像行為を通じて料金が算定さ
れるというよりも，電気通信の料金設定方式における原価計算によって規制当局の設定したいと考え
る料金が創り出されており，そのことによって現実に存在しない実体が創出されると考えられる。
　そこで本稿では，1985年の日本電信電話公社（以下，電電公社と略す）の民営化以降に採用’され
た電気通信の料金設定方式に焦点を当て，その料金設定方式における原価計算によって電気通信料金
がどのように創り出されるかを検討し，ひいては原価計算が実体を創出せしめることについて検証す
る。電気通信の料金設定方式については電電公社民営化以前からも存在するが，電電公社の民営化お
よび電気通信市場への競争原理の導入に伴い，規制当局が競争政策を念頭に置きながら政策的に電気
通信料金を設定していることに鑑み，電電公社民営化以降の電気通信の料金設定方式を考察の対象と
する。以下では，電電公社民営化以後に採用された電気通信の料金設定方式である公正報酬率規制，
プライス・キャップ規制，長期増分費用方式について順に検討していく。
1　公正報酬率規制による料金設定
　1985年の電電公社の民営化および電気通信市場への競争原理の導入に伴い，電気通信の料金設定
方式として公正報酬率規制による総括原価が採用されたgこの公正報酬率規制は1986年に「電気通
信料金算定要領」において規定され4，第一種電気通信事業者の電気通信料金の算定に適用された5。
公正報酬率規制以前の電電公社時代の料金設定方式としては，資本コスト方式による総括原価が採用
されていたが6，電電公社の民営化によって日本電信電話株式会社（以下，NTTと略す）が発足し，
公社から株式会社へとその経営形態が移行すると，株主に対する配当を行うためにも自己資本利潤を
確保し得る公正報酬率規制に移行したと考えられる7。
　公正報酬率規制による総括原価は，図表1に示されているように狭義の経営原価（営業費，減価
償却費，諸税）だけではなく，他人資本費用および自己資本利益を含む公正報酬までも補償されてお
り，電気通信の料金総収入の中には，あらかじめ利潤が織り込まれていた。そのため，公正報酬率規
制は，電気通信事業者が経営努力を怠ったとしても一定の利潤を確保し得る料金設定方式であった。
各電気通信事業者はこの公正報酬率規制に基づいて電気通信の料金設定を行うことになったが，当時
図表1　公正報酬率規制による総括原価の算定式
　　　　　　　総括原価＝営業費＋減価償却費＋諸税＋公正報酬
公正報酬＝レー一一・ト・ベース（事業資産）×公正報酬率
公正報酬率（上限～下限）＝（他人資本利子率）×（他人資本比率）＋
　　　　　　　　　　　　　　（自己資本利益率の上陳～下限）×（自己資本比率）
（出所）林敏彦編『講座・公的規制と産業③　電気通信』，NTT出版，1994年，59頁および61頁をもとに作成。
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の電気通信料金は料金認可制を採用していたため，電気通信事業者が電気通信の料金設定を行う場合
には，当時の規制当局である郵政省の認可を受ける必要があった。この料金認可制によって，電気通
信の料金設定には郵政省の政策的な判断が多分に介入することとなり，このことは長距離通信料金の
設定において顕著に現れていた。
　図表2は，長距離通信料金の推移を示している。電気通信市場への競争原理の導入によって，新
規参入の電気通信事業者は当初，収益性の高い長距離通信市場に参入したため，長距離通信市場では
新規参入の電気通信事業者とNTTとの間で競争が実現されることになった。図表2を見ると，新規
の電気通信事業者の参入当初から1992年までは，新規参入の電気通信事業者とNTTとの間で20％
程度の料金格差が維持されており8，新規参入の電気通信事業者はNTTよりも先行して料金を引き
下げていたことがわかる。また1993年からは，新規参入の電気通信事業者がNTTよりも10円安い
料金で追随していたことがわかる9。以上のことから，長距離通信料金は原価に基づいて算定されて
いたというよりも，当時の規制当局であった郵政省によって新規参入の電気通信事業者を育成するよ
図表2　長距離通信料金の推移
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（出所）福家秀紀『情報通信産業の構造と規制緩和一日米英比較砥究』，NTT出版，2000年，30頁（一部加筆）。
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うな料金認可制が採用されていたのであった10。この郵政省の競争政策によって，1985年時点で400
円であった長距離通信料金は，公正報酬率規制が変更される1998年時点で90円まで引き下げられ
（図表2参照），利用者が料金低廉化による利益を享受することができたことについては評価できよ
う。しかしながら，NTTおよび新規参入の電気通信事業者は，公正報酬率規制にしたがって電気通
信の料金設定を行うよう法令で規定されていたのにもかかわらず，実際はそのような料金設定が行わ
れていなかったため，公正報酬率規制による料金設定方式の意義が問われることになる。
　電気通信料金は公共料金であるため，法令で規定された公正報酬率規制による料金設定方式にした
がって算定されたことを提示することによって，利用者に対する社会的合意を形成することが可能と
なる。しかしながら，本来，公正報酬率規制にしたがって算定されるべき電気通信料金が，規制当局
によってあらかじめ決定され，規制されている場合，その料金があたかも公正報酬率規制にしたがっ
て算定されているかのように見せかけ，利用者に対する社会的合意を形成するためには，あらかじめ
決定された電気通信料金から逆算して原価を算出する必要がある。そのように考えた場合，公正報酬
率規制における原価は，規制当局によってあらかじめ決定された料金に見合うように電気通信事業者
の側から創出可能となるよう弾力的に規定されていたのではないかと考えられる。そこで再度，公正
報酬率規制による総括原価の算定方法に立ち戻り，電気通信事業者が総括原価を創出し得る可能性に
ついて検討する。
　第一に，公正報酬率規制に用いられた原価自体に恣意性が生じる点である。公正報酬率規制による
総括原価は，電気通信事業者の会計決算値から営業費，減価償却費等の実際原価を算定し，この実際
原価をもとに需要予測および設備計画等を考慮して3年間の原価計算期間内における将来原価を予
測した11。すなわち，公正報酬率規制による総括原価は，実際原価を勘案しつつも未来原価であった
ため，電器通信事業者によって恣意的に算出され得る可能性が多分にあったといえる。規制当局が設
定したいと考える料金が先に決定されている場合，電気通信事業者は規制当局の設定したいと考える
料金に整合するように未来原価を算出する可能性があり，未来原価はそのような料金に整合させる好
都合の原価であったといえる。この公正報酬率規制に用いられる未来原価が恣意的であるか否かを検
討するには，未来原価と実際原価とを比較し，その差額を検討することが考えられる12。しかし，公
正報酬率規制による料金設定においては，未来原価も実際原価も電気通信事業者あるいは規制当局に
よって公表されなかったため，電気通信事業者および規制当局以外の第三者が検証することは困難な
状況にあった13。
　第二に，共通費およびレート・ベース（Rate　Base）の配賦において恣意性が生じる点である。電
気通信事業では他の公益事業と異なり，初めから一定のサービス単位ごとに公正報酬率規制による総
括原価を算定したため，共通費およびレート・ベースをサービス単位ごとに配賦する必要があっ
た14。共通費およびレート・ベースの配賦に際しては，営業収益額比，固定資産額比，回線数比等が
用いられていた。しかし，これらの配賦基準は必ずしも原価の発生源泉やレート・ベースの使用割合
を正確に反映していたとは言い難く，共通費およびレート・ベースが恣意的に配賦される余地があっ
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たことは否めない。また，規制当局と電気通信事業者との間には情報の非対称性が存在したため，規
制当局が電気通信事業者の共通費およびレート・ベースの配賦を精査することは容易ではなく，電気
通信事業者によって共通費およびレート・ベースの恣意的な配賦が行われる可能性があった。このよ
うに，電気通信事業者が共通費およびレート・ベースの恣意的な配賦を行うことによって，公正報酬
率規制による総括原価は恣意的に算出され得る可能性があったと考えられる。
　第三に，レート・ベースの範囲に関してである。レート・ベースの範囲は事業用に供された電気通
信事業固定資産のほかに，電気通信サービスの不断性の観点から，必要不可欠な準備範囲内の設備，
そして故障率から求められる準備範囲内の設備も含められると考えられる15。ここで準備範囲内の設
備をどの程度まで認めるかが問題となる。醍醐によれば，1991年度末の加入者線路設備を構成する
総回線9，226万回線のうち，実際に使用されたのは約6，090万回線であり，新規需要および移転に応じ
るための予備回線（準備範囲内の設備）は約2，120万回線であったという16。しかし，1989～1991年
度の予備回線に相当する実績は620万～660万回線であり，この実績と照らした場合の約2，120万の予
備回線は過剰投資であったと醍醐は指摘している17。このように，実績と乖離した過剰な準備範囲内
の設備ないし予備的設備についてもレート・ベースに含められ，公正報酬の算定に用いられたため，
例えば電気通信料金を引き上げたい場合には過剰な設備投資を行い，反対に電気通信料金を引き下げ
たい場合には設備投資を抑制するというように電気通信事業者の設備計画によって，公正報酬率規制
による総括原価は恣意的に算出され得る可能性があった。
　第四に，公正報酬の算定に用いられる公正報酬率に幅をもたせていた点である。図表1に示され
ているように，電気通信事業では自己資本利益率の上限および下限を設けることによって公正報酬率
の幅をもたせ，電気通信事業者にその範囲内で戦略に合わせた柔軟な料金設定を可能にさせた18。こ
の公正報酬率の上限は電気通信事業者の過大な利潤獲得の抑制を目的としており，他方，下限は低水
準料金によって新規の電気通信事業者の参入を阻止するという略奪的な料金設定の防止を目的として
規定された。従って，電気通信事業の公正報酬率規制は，公正報酬率を固定していた電力・ガス事業
とは異なり，電気通信事業者に弾力的な料金設定を可能にさせる工夫が施されていたのであった19。
しかしながら一方で，弾力的な料金設定を可能ならしめる公正報酬率の幅は，規制当局が設定したい
と考える料金に見合った総括原価を算出するための調整として，電気通信事業者によって用いられて
いた可能性があり，電気通信事業者が公正報酬率規制による総括原価を創出する上で好都合の算定方
法になり得たと指摘することができる。
　以上のように，公正報酬率規制による総括原価の算定方法においては，規制当局が設定したいと考
える電気通信料金を実現するために，電気通信事業者によって電気通信料金の基礎となる総括原価が
創出され得る余地が残されており，公正報酬率規制による総括原価は弾力的な原価概念であったとい
える。特に，長距離通信市場の競争実現のために，規制当局によって電気通信料金が規制されていた
当時においては，あたかも公正報酬率規制にしたがって電気通信料金が設定されていたかのように利
用者に対して提示するためにも，その規制された電気通信料金に見合った総括原価を算出する必要が
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あり，法令で規定された料金設定方式の中で電気通信料金が創出されていたと考えられる。
皿1プライス・キャップ規制による料金設定
　1985年の電電公社の民営化および電気通信市場への競争原理の導入に伴って採用された公正報酬
率規制ならびに料金認可制による電気通信事業の料金規制は，1998年に緩和されることになった。
先にも見たように，電気通信事業ではとりわけ長距離通信市場での競争が実現されたことに伴い，第
一種電気通信事業者の料金規制は，公正報酬率規制・料金認可制から事前届出制へと移行することに
なった20。電気通信事業の料金規制が事前届出制に移行したことによって，各電気通信事業者は料金
設定に際して規制当局の認可を受けることなく，自由に柔軟な料金設定を行うことが可能となり，規
制当局も電気通信事業者に対して事後的に料金の変更命令を行うだけとなった。しかし，競争の進展
していないサービスであり，利用者の利益に多大な影響を及ぼす地域通信（市内通信）サービスにつ
いては，プライス・キャップ規制（Price　Cap　Regulation）が採用されることになった21。
　プライス・キャップ規制は，物価水準の変動と生産性上昇率とを勘案して料金水準の上限（Cap）
を決定し，この上限の範囲内で電気通信事業者に自由な料金設定を可能にさせる料金規制である。ま
た，電気通信事業者が生産性上昇率を上回る生産性の向上を実現すれば，利益を得ることが可能とな
るため，プライス・キャップ規制は電気通信事業者に経営効率のイソセソティブを与える料金規制と
して位置づけられている22。このプライス・キャップ規制は，公正報酬率規制の問題点として指摘さ
れる経営効率化のインセンティブの喪失，共通費配賦の恣意性の問題，規制コストの問題，過大投資
の誘発等を補完する料金規制として，リトルチャイルド（S．Littlechild）によって提案され，1984年
のブリティッシュ・テレコム（British　Telecommunications）の民営化に際して導入された23。以来，
プライス・キャップ規制は，アメリカ，オーストラリア，フラソス，オランダ，ドイツ等の国々で導
入され，各国の実情に合わせて採用されている24。
　日本においても，2000年10月からプライス・キャップ規制が導入され，地域通信サービスを独占
的に提供している東日本電信電話株式会社および西日本電信電話株式会社（以下，NTT東西と略す）
に対してその料金規制が課せられている。また，プライス・キャップ規制の対象となるサービスの範
囲は，音声伝送サービス（電話，ISDN，番号案内等）および専用サービスのうちの県内サービスと
されている。日本のプライス・キャップ規制の算定式は，図表3に示されている。
　図表3を見てもわかるように，プライス・キャップ規制では料金水準の上限を決定するために基
図表3　日本のプライス・キャップ規制の算定式
基準料金指数＝前期の基準料金指数×（1＋前期の消費者物価指数変動率一
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　生産性向上見込率（X値）士外生的要因）
導入時の「前期の基準料金指数」（2000年4月1日の料金水準）は，100とされた。
（出所）郵政省「上限価格方式の運用に関する基本的考え方」，2000年をもとに作成。
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準料金指数を算定することになる。この基準料金指数は，前期の消費者物価指数変動率，生産性向上
見込率（X値），そして外生的要因を勘案して算定され25，その適用期間は毎年10月1日から1年と
されている。2000年度の導入当初から2003年度までの基準料金指数の推移については，図表4に示
されている。図表4において，例えば，2000年度の導入当初における音声伝送サービスの基準料金
指数は97．8と表示されており，導入時の前期の基準料金指数（2000年4月1日時点の料金水準）は
100とされたため，NTT東西は音声伝送サービスを2000年4月1日時点よりも2．2％引き下げなけれ
ばならなかったことを示している。また，2001年度の音声伝送サービスの基準料金指数は95．5と表
示されており，NTT東西は2000年4月1日時点よりも4．5％，前年度よりも23％引き下げなければ
ならなかったことを示している。
　NTT東西は，このプライス・キャップ規制に基づいて地域通信料金を引き下げる必要があった
が，実際の地域通信料金はプライス・キャップ規制による料金規制ではなく，地域通信市場の競争に
よって低廉化することになった。2001年5月のマイライソの導入により，従来NTTの独占市場であ
った地域通信市場に新規の電気通信事業者が参入することになり，地域通信料金の値下げ競争が激化
図表4　2000年度～2003年度までの基準料金指数の推移
区　　　　　分 2000．10@～2001．9
2001．10
@～2002．9
2002．10
@～2003．9
2003．10
@～2004．9
音　声　伝　送 97．8 95．5 92．7 92．7
NTT東 97．6 95．1 92．2 90．4専用
NTT西 97．6 95．1 92．2 90．8
基準料金指数算定のための数値
　①前期の消費者物価指数変動率
　　　　2000．10～2001．9：－0．3％（1999年度暦年の変動率）
　　　　2001．10～2002．9：－0．5％（2000年度の変動率）
　　　　2002，10～2003．9：－1．0％（2001年度の変動率）
　　　　2003，10～2004．9：－0．9％（2002年度の変動率）
　②生産性向上見込率（X値）
音声伝送：　1．9％（2000．10～2003．9，3年間NTT東西ともに同一）
　　　　　－O．9％（2003．10～2004．9，消費者物価指数変動率と同値）
専　　用：　2．1％（2000．10～2003．9，3年間NTT東西ともに同一）
　　　　　　1．0％（2003．10～2004．9，NTT東）
　　　　　0．6％（2003．10～2004．9，NTT西）
③外生的要因：0
　　　　　例えば，音声伝送の基準料金指数（2000．10～2002．9）は次のように計算される。
　　　　　　　1．　100×｛1＋（－0．003）－0．019±0｝＝97．8
　　　　　　　2．　97．8x｛1＋（－0．005）－0．019±0｝＝95．5
（出所）総務省資料「現行プライス・キャップ規制の概要および適用実績」および「東日本電信電話株式会社
　　　及び西日本電信電話株式会社の提供する特定電気通信役務の基準料金指数の設定について」，2003年
　　　　をもとに作成。
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することになった26。その結果，NTT東西の地域通信料金は，1976年から据え置かれていた3分10
円から3分8．5円へとプライス・キャップ規制の初年度において15％の引き下げが実現されることに
なった。この地域通信料金における15％の引き下げは，プライス・キャップ規制初年度の2．2％の引
き下げ要請を大幅に上回っており，また2001年度から2003年度までの4．5％，7．3％の引き下げ要請に
ついてもすでに実現しているため，プライス・キャップ規制は果たして機能しているのであろうかと
いう疑問が生じる。これについては，別の機会に検討したいと考えている。
　プライス・キャップ規制は先にも触れたように，前期の基準料金指数，生産性向上見込率，外生的
要因を勘案して基準料金指数を算定するため，一見すると電気通信料金と原価との関係を断ち切った
料金規制に見える。実際，プライス・キャップ規制の算定式（図表3参照）において原価が考慮さ
れていないことから，プライス・キャップ規制では公正報酬率規制のように料金設定の基礎となる原
価は創出されず，また規制当局による膨大な原価情報の審査に対して規制コストがかかるといった公
正報酬率規制の問題点も補完しているかのようにも見える。しかしながら，プライス・キャップ規制
では，基準料金指数に重大な影響を及ぼす生産性向上見込率の算定において原価は考慮されており，
生産性向上見込率は規制当局によって恣意的に算出され得ると考えられる。生産性向上見込率（X
値）の算定式は，次の通りである。
収入×（1＋消費者物価指数変動率一X値）3＝費用＋適正報酬額＋利益対応税額
　生産性向上見込率は規制当局によって算定され，3年ごとに変更されることになっている。また，
その算定においては，算定期間の最終年度（3年）でNTT東西の収支が相償するように設定される
ため，NTT東西の費用（原価）だけではなく，収入，適正報酬額，利益対応税額についても考慮さ
れることになる。ここで，生産性向上見込率の算定式の右辺に着目すると，費用，適正報酬額，利益
対応税額の和で表されており，これは公正報酬率規制による総括原価の公式（図表1参照）とほぼ
同じであることがわかる。そのため，生産性向上見込率の算定においては，公正報酬率規制による総
括原価の算定方法で指摘したような費用，適正報酬額，利益対応税額のそれぞれを恣意的に算出し得
る余地が残されていると考えられる。
　生産性向上見込率の算定式の右辺における費用（原価）については，生産性向上見込率の設定期間
である3年間のNTT東西における将来費用が規制当局によって予測されることになる27。また規制
当局は，プライス・キャップ規制の下で料金低廉化を実現するという観点から，NTT東西に対して
3年間に実施されるべき経営効率化計画の策定を求め，その経営効率化計画に基づく費用効率化の予
測分も費用に織り込むことになっている28。これらの費用予測において，規制当局はNTT東西の将
来費用を予測することになるが，規制当局とNTT東西との間では情報の非対称性が存在するため，
必ずしも規制当局によってNTT東西の実態に則した費用予測が行われているとは限らず，規制当局
の設定したいと考える生産性向上見込率に見合うように費用が算出され得る余地が残されているとい
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える。さらに，費用計算においては共通費の配賦を行う必要があり，ここでも規制当局による恣意性
の介入するおそれがある。
　つづいて適正報酬額および利益対応税額については，公正報酬率規制の公正報酬の算定方法と同
様，レート・ベースに報酬率，利益対応税率をそれぞれ乗じて計算される29。そこで，適正報酬額お
よび利益対応税額の算定においては，レート・ペースを把握する必要がある。電気通信ネットワーク
においては，地域通信サービスと長距離通信サービスの双方で用いられる共通設備が存在するため，
プライス・キャップ規制の対象となるレート・ベースを配賦する際には，共通費の配賦同様，規制当
局の恣意性が働く可能性があるといえる。また，適正報酬額の算定の際に用いられる報酬率は，中間
値を目安として上限値から下限値の問で機動的に運用することが可能となっており，規制当局はその
範囲内で設定したいと考える生産性向上見込率に見合うように報酬率を選択することが可能となって
いる30。
　さらに，生産性向上見込率の算定式の左辺では，収入についても考慮されている。収入について
は，費用（原価）同様，生産性向上見込率の設定期間である3年間のNTT東西における将来収入が
規制当局によって予測されることになる。2000年度からのプライス・キャップ規制においては，過
去の市場動向を基礎として将来収入を予測することが適当とされたが，2003年度からのプライス・
キャップ規制では今後の需要予測を行う上で必要不可欠な要因（例えばADSLの普及，　IP電話への
移行等による影響）について，過去の市場動向が存在しなくても将来収入の予測を行うことが可能と
なっている31。すなわち，2003年度からのプライス・キャップ規制では，収入予測の範囲が拡大され
たことに伴い，収入予測に対する規制当局の恣意性が働く余地も拡大されることになったのである。
　このように，プライス・キャップ規制はその算定式（図表3参照）において，電気通信料金と原
価との関係を断ち切っているかのように見えるが，電気通信料金の上限（基準料金指数）の決定に際
して重要な影響を及ぼす生産性向上見込率の算定において，原価は考慮されており，その原価は公正
報酬率規制と同様に創出され得る余地が残されている。また，原価以外でもレート・ベースの配賦，
報酬率の設定，収入予測といった生産性向上見込率を創出する要素も含まれており，規制当局はこれ
らを調整することによって，設定したいと考える生産性向上見込率を創出することが可能となり，ひ
いては基準料金指数を創出することが可能となっている。従って，プライス・キャップ規制はその算
定式において，料金の上限（基準料金指数）を創出する要素を隠蔽する料金設定方式であり，規制当
局の裁量および政策的な判断が多分に介入する料金設定方式であると位置づけることができる。
lV　長期増分費用方式による料金設定
　電気通信事業においては現在，小売料金である地域通信（市内通信）料金の算定以外にも，卸売料
金である相互接続料金の算定に対して料金規制が課せられている。
　相互接続料金とは，新規参入の電気通信事業者がNTT東西の市内通信網に接続する対価として
NTT東西に支払う料金のことである。図表5において，　A～ZC（Zone　Center；中継交換機）間お
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〉図表5　電気通信事業における相互接続の概念
／回一一一回＼
　　　　　　　　　㏄（Group　Center）：加入者交換機　　ZC（Zone　Center）：中継交換機
　　　　　　　　　POI：相互接続点　　AおよびB：利用者
　　　　　　　　　一一一一一一一一一一：新規参入の電気通信事業者の通信回線網
　　　　　　　　　　　　　　：NTrの通信回線網
（出所）　福家秀紀『情報通信産業の構造と規制緩和一日米英比較研究』，NTT出版，2000年，38頁および50頁を
　　　もとに作成。
よびB～ZC間は，かつて電電公社が独占していた市内通信網に相当し，電電公社の民営化後に
NTTによって引き継がれたため，現在でもNTT東西の独占状態にある。そのため，新規参入の電
気通信事業者がA～B間で電気通信サービスを提供する際には，自社の通信回線網を所有するほか
に，それをZCあるいはGC（Group　Center；加入者交換機）からNTT東西の通信回線網に接続す
る必要があり，その対価として相互接続料金をNTT東西に支払うことになる。
　この相互接続料金の算定方法が明確に定められたのは，1997年に制定された「指定電気通信設備
の接続料に関する原価算定規則」（現在では，「接続料規則」）においてであり，当時の相互接続料金
は総括原価方式で算定する旨が規定されていた32。この総括原価方式では，NTT東西が算定した接
続に関連する電気通信設備の管理運営費に，他人資本費用，自己資本費用，利益対応税を加えた合計
額によって相互接続料金が算定された。しかしながら，総括原価方式ではNTT東西の過去における
過剰な雇用，設備投資といった非効率的な経営によって発生した原価が相互接続料金に算入されたた
図表6　相互接続料金の推移
年度 1994 1995 1996 19971998 1999 2000 2001 20022003
ZC接続 19．78円18．45円14．48円 12．93円11．98円10．84円7．65円 5．88円 4．78円 5。36円
GC接続 6．31円 6．19円5．81円 5．57円 4．95円 4．80円 4，50円 4．37円
　　　　　　NTTの決算に基づき算定　　　　　総括原価方式　　　　　　　長期増分費用方式
（出所）　総務省「長期増分費用モデルの見直しを踏まえた接続料算定の在り方について」，2002年および日本
　　　経済新聞，2003年2月15日朝刊15面をもとに作成。
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め，相互接続料金の劇的な低廉化にはつながらず（図表6参照），新規参入の電気通信事業者から批
判の声が上がった33。また，1998年に実施された第一種電気通信事業者への外資規制の撤廃によっ
て，外資系の電気通信事業者が日本の電気通信市場に本格的に参入することになり，諸外国と比較し
て高額であった日本の相互接続料金に対して外資系の電気通信事業者，さらにはアメリカおよびイギ
リス政府からも批判の声が上がった34。このような背景から，総括原価方式に代わる相互接続料金の
算定方式として，長期増分費用方式の導入が強く要求されることになった35。
　長期増分費用方式とは，NTT東西の既存のネットワークにおける実際の費用発生額を用いるので
はなく，現時点で利用可能な最も低廉で最も効率的な設備および技術で新たにネットワークを構築し
た場合の費用額に基づいて相互接続料金を算定する方式である36。日本においては，2000年度の相互
接続料金の算定から長期増分費用方式が導入され37，総括原価方式で算定された1999年度と比較して
ZC接続で10．84円から7．65円へ，　GC接続で5．57門から4．95円へと大幅な相互接続料金の引き下げが
実現された（図表6参照）。その後もGC接続での相互接続料金は毎年引き下げられており，　ZC接
続においても2003年度に初めて引き上げられたものの，総括原価方式の採用時よりも低い相互接続
料金は維持されている。
　この長期増分費用方式による相互接続料金は，図表7の一連の手続きにしたがって算定される。
長期増分費用方式では，NTT東西の既存のネットワークを前提にするのではなく，競争を通じて達
成されるであろう効率的なネットワークをモデル上で擬制する点が特徴的であるといえる。相互接続
料金に関連するネットワークはNTT東西の独占状態にあり，その独占的なネットワークにおいて
NTT東西が過剰な雇用，設備投資を行うことになると相互接続料金が引き上げられる可能性があ
る。そこで長期増分費用方式では，NTT東西のネットワークが競争的であると仮定し，現時点で利
図表7　長期増分費用方式による相互接続料金の算定手続き
　　　　　　　　アンバンドル要素原価の算定
資本費用＝減価償却費＋自己資本コスト＋他人資本コスト
　　　　　　　　　　　　＋利益対応税＋通信設備使用料＋固定資産税
保守費＝施設保全費＋運用費＋道路占用料＋撤去費用
共通設備費＝共通設備の資本費用＋共通設備の保守費
共通費＝試験研究費＋接続関連事務費＋管理共通費
（出所）総務省「長期増分費用モデルプログラムCD－ROM」，2002年をもとに作成。
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用可能な最も低廉で最も効率的な設備および技術で将来構築可能であると予想される競争的なネット
ワークをモデル上において擬制することになる。この擬制された競争的なネットワークに基づいて，
アンバソドル（細分化）された各設備ごとの投資額を算定し，その投資額を基にして資本費用，保守
費，共通設備費，共通費からなるアンバンドル要素原価を算定することになる。この長期増分費用方
式において算定される原価は，予見的，未来志向の原価という意味の「フォワード・ルッキソグ・コ
スト（Forward　Looking　Cost）」という用語が当てられている。フォワード・ルッキング・コストは，
将来構築可能であると予想される競争的，効率的なネットワークを擬制した上で算定される原価であ
るので，実際原価とは異なる長期増分費用方式において固有の原価概念となっている。アソバンドル
要素原価が算定されると，次にそれを通信時間たるトラピック量で除することによって，アンバンド
ル要素単位原価が算定され，これを基礎にして最終的に相互接続料金が算定されることになる。この
長期増分費用方式による相互接続料金の算定手続きは，次の三つの段階において相互接続料金を創出
せしめる可能性があると考えられる。
　第一に，競争的なネットワークモデルの構築段階においてである。先に見たように，長期増分費用
方式においては，NTT東西の既存のネットワークを利用するのではなく，将来構築可能であると予
想される競争的なネットワークモデルを新たに構築するため，ネットワークモデルの構築次第で相互
接続料金は如何ようにも変化することになる。この仮想的，競争的なネットワークモデルは，規制当
局が設置した「長期増分費用モデル研究会」において構築される。この研究会では，ネットワークモ
デルの構築段階でNTT東西および新規参入の電気通信事業者から広く意見を求め，それらの意見を
モデルに反映させようとしている。しかしながら，当然NTT東西と新規参入の電気通信事業者との
間では利害が対立するため両老の意見は一致せず38，最終的には長期増分費用モデル研究会，すなわ
ち規制当局の判断，裁量がネットワークモデルに反映されることになる。長期増分費用方式では，実
態のあるネットワークに基づいて相互接続料金を算定するのではなく，競争的なネットワークモデル
自体を新たに構築するため，このネットワークモデルの構築段階において規制当局の裁量が介入する
余地があり，最終的には相互接続料金の算定に多大な影響を与えることになる。
　第二に，アソバンドル要素原価の算定段階においてである。アンパンドル要素原価は，前段階の仮
想的，競争的なネットワークモデルによって多分に影響を受けることになるが，このアンバンドル要
素原価を構成する減価償却費の算定においても多大な影響を受けることになる。アンバンドル要素原
価に対する減価償却費の割合は，端末系交換設備で47．0％，中継系交換設備で56．0％，中継伝送共用
機能で52．4％と高い割合を示しており39，この減価償却費の算定次第でアソバンドル要素原価は大き
く変化することになる。長期増分費用方式では，アンバンドル要素原価を構成する減価償却費の算定
において，各設備の税法上の法定耐用年数を用いるほかに，各設備の実際に使用される年数を表した
経済的耐用年数が用いられる40。この経済的耐用年数は規制当局によって設定されるが，2000年度か
らの相互接続料金算定の際に用いられたものと，2003年度からの相互接続料金算定の際に用いられ
たものとでは各設備の経済的耐用年数は異なっていた。図表8に示してあるように，2000年度から
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図表8　各設備の減価償却における耐用年数の推移
設　備 法定耐用年数 　2000年度i経済的耐用年数） 　2003年度i経済的耐用年数） アメリカ
デ　ジ　タ　ル交換機 6年 11．9年 15．6年 16年
光ファイバ 架　空 20．3年 25．91年
地　下
10年 11．2年
25．9年 26．45年
メタルケーブル
架　空 19．5年 21．61年
地　下
13年
25．0年 25年
管　　　　　　　　　路 27年 52．2年 56年
アナログ公衆電話機 9年 10．9年 14．8年
デジタル公衆電話機 6年 6．1年 7，5年
伝　　　送　　　装　　　置 6年 8．4年 10．24年
（注）2000年度の相互接続料金算定における経済的耐用年数のうち，メタルケーブル，管路，伝送装置につい
　　ては，時間的な制約等から推計は行われなかった。
（出所）郵政省「接続料算定の在り方について」，2000年および総務省「長期増分費用モデルの見直しを踏ま
　　　えた接続料算定の在り方について」，2002年，総務省「長期増分費用モデルプログラムCD－ROM」，
　　　2002年をもとに作成。
の相互接続料金算定に際して用いられた経済的耐用年数は，デジタル交換機を除いて法定耐用年数と
さほど差異がなかったことがわかる。他方，2003年度からの相互接続料金算定に際して用いられた
経済的耐用年数は，法定耐用年数，2000年度の経済的耐用年数と比較して長期となっており，相互
接続料金の引き下げに圧力をかけてきたアメリカにおける耐用年数とほぼ同じ水準になっていること
がわかる。このように，アソバソドル要素原価の大部分を占める減価償却費の算定に際して用いられ
る経済的耐用年数は，税法で規定されている法定耐用年数とは異なり，規制当局の裁量によって推移
し得るものであり，その経済的耐用年数によって算定される減価償却費，そしてアンバンドル要素原
価は規制当局によって創出可能となっているのである。
　第三に，アンパソドル要素単位原価の算定段階においてである。アンバソドル要素単位原価は，ア
ソバンドル要素原価を通信時間たるトラピック量で除することによって算定されるため，分子である
アソバソドル要素原価だけではなく，分母であるトラピック量の増減によっても影響を受けることに
なる。規制当局が決定するトラピック量の採用年度に着目すると，2000年度から2002年度までの相
互接続料金については，3年間固定して1998年度のトラピック量が採用されており，1998年度より
も増大した1999年度および2000年度のトラピック量は相互接続料金の算定において用いられず，こ
れらのトラピック量（分母）の増大分は相互接続料金に反映されなかった。また，2003年度の相互
接続料金については，近年の固定電話の構造変化（ADSLの普及，　IP電話への移行等）によるトラ
ピック量の下降傾向を最大限利用するため，2000年度を境に下降している2001年度下期および2002
年度上期までの直近のトラピック量（分母の減少）を採用することによって，ZC接続の相互接続料
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金が引き上げられることになった（図表6参照）41。これらのことから，アソバンドル要素単位原価
算定の一要素であるトラピック量の採用年度は規制当局によって政策的に選択されており，その結
果，相互接続料金の基礎となるアンバソドル要素単位原価は規制当局によって恣意的に創出されてい
たのであった。
　このように，長期増分費用方式では相互接続料金算定に至るまでの三つの段階において，規制当局
の政策的な判断，裁量が多分に介入する余地が残されている料金設定方式である。そのため，長期増
分費用方式による相互接続料金の基礎となるアンバンドル要素原価およびアソパンドル要素単位原価
は，公正報酬率規制，プライス・キャップ規制における原価概念と同様，弾力的な性格を有してお
り，規制当局は長期増分費用方式という法令で規定された料金設定方式の中で相互接続料金を創出す
ることが可能となっている。
V　おわりに
　本稿では，公正報酬率規制，プライス・キャップ規制，長期増分費用方式それぞれの料金設定方式
の中で，電気通信料金がどのように創出され得るかについて検討した。
　電気通信料金は公共料金ゆえに，特に競争の進展していないサービスでは法令で規定された料金設
定方式にしたがって算定されることになり，この料金設定方式に基づいて算定されたことを提示する
ことによって，利用者に対する社会的合意が形成される。しかしながら，実際の電気通信料金は料金
設定方式にしたがって算定されているというよりは，規制当局によって料金があらかじめ決定され，
規制されている。そして，料金設定方式の中でそのあらかじめ決定された電気通信料金に見合うよう
に原価が創出され，あたかも料金設定方式にしたがって料金が算定されているかのように提示される
のである。本稿で取り上げた公正報酬率規制，プライス・キャップ規制，長期増分費用方式のいずれ
の料金設定方式も電気通信の料金設定の基礎となる原価を創出し得る要素が存在しており，原価を弾
力的に創り出すことが可能となっている。
　このように，電気通信料金は料金設定方式における原価計算によって創り出されるものであり，電
気通信の料金設定において現実に実在しない実体が創出されるのである。そして原価計算は，その創
出された実体を料金設定方式の中において電気通信料金の基礎となる原価に変換することで，電気通
信料金を社会的合意の得られた公共料金として存在せしめていると考えられる。従って，電気通信の
料金設定においては，実体を写し出すという原価計算の写像機能が作用しているというよりは，実体
を創出せしめるという原価計算の創出機能が第一義的に作用していると考えられる。
（注）
1片野一郎先生・松本雅男先生還暦記念論文集刊行会『現代会計学の基礎理論』，同文舘，1966年，251頁および
　大即英夫・君塚芳郎・近藤禎夫・敷田禮二・中村美智夫・成田修身『原価計算』，有斐閣，1972年，299頁。
2山口操『原価会計情報システム論』，慶鷹通信，1989年，226頁。
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3千葉修身「現代ドイッのコソッェルソ製作原価『写像』論の構造」『会計』，第154巻，第5号，1998年，63頁。
41984年に制定された改正前の電気通信事業法第31条では，料金規制の基本原則しか定められておらず，公正報
　酬率規制による総括原価は「電気通信料金算定要領」において規定された。
5第一種電気通信事業者とは，自ら電気通信回線設備を設置して電気通信サービスを提供する事業者であり，
　NTT以外のDDI（現在では，　KDDI），日本テレコム等の電気通信事業者も第一種電気通信事業者に含まれる
　ことになる。従って，公正報酬率規制は，NTTおよびNTT以外の新規参入の電気通信事業者においても採用
　された。　’
6電電公社時代の前半では，営業費用，他人資本コストに「設備拡張資金の一部のための内部留保金」を含めた
　費用積上げ方式による総括原価が採用された。また，電電公社時代の後半では，営業費用，他人資本コストに
　「公共的必要余剰」を含めた資本コスト方式による総括原価が採用された。
7拙稿「電気通信の料金設定～総括原価からプライス・キャップ規制まで～」，明治大学大学院修士学位論文，
　2001年，24頁。
8林敏彦編r講座・公的規制と産業③　電気通信』，NTT出版，1994年，61頁。
9福家秀紀『情報通信産業の構造と規制緩和一日米英比較研究』，NTT出版，2000年，29頁。
10林，前掲書（注8），61頁。
11この方式は料金算定方式Aと呼ばれ，加入電話料金に適用された。他方，端末機器使用料，付加機能使用料に
　適用された料金算定方式Bは，サービス提供に必要な電気通信設備の固定資産の額（創設費）をもとに未来原
　価を算定した。「電気通信料金算定要領」，郵電業第19号，1986年および林，前掲書（注8），58頁～59頁。
12佐藤博明「公共料金算定原則と格差・水増し計算一電気料金にみる総括原価主義の実態一」『経済評論』，第24
　巻，第10号，1975年，53頁。
13公正報酬率規制による総括原価の公表について東日本電信電話株式会社に問い合わせたところ，公正報酬率規
　制に関わる原価は公表されていないとの回答をいただいた。
14電気通信事業以外の公益事業においては，各サービス単位ごとではなく，企業全体で総括原価が算定される。
15敷田禮二・近藤禎夫編『現代管理会計論』，日本評論社，1976年，125頁。
16醍醐聰編『電気通信の料金と会計』，税務経理協会，1994年，15頁。
17同上書，16頁。
18自己資本利益率の上限は，日本銀行調査統計局「主要企業経営分析」による主要企業の平均自己資本利益率を
　基礎にして設定され，下限はゼロとして設定された。
19秋山義継「総括原価方式と上限価格規制について」『拓殖大学論集』，第3巻，第2号，1995年，252頁～253
　頁。
20事前届出制については，電気通信事業法第31条第1項および第2項で規定されている。
21プライス・キャヅブ規制については，電気通信事業法第31条第3項で規定されている。
22醍醐昌英「プライスキャップ規制の公正報酬率規制に対する優位を具体化する方法の考察」r公益事業研究』，
　第48巻，第1号，1996年，68頁。
23拙稿「電気通信事業における料金規制一プライス・キャップ規制を中心として一」『商学研究論集』，第14号，
　2001年，534頁～535頁。
240ECD・山本哲三『プライスキャップ規制一理論と実際一』，日本経済評論，1997年，10頁。
25外生的要因とは，消費税および法人税の変更，規制制度の変更等，NTT東西の管理外で発生する原価の変化
　であり，2000年度のプライス・キャップ規制導入当初からゼロとされている。
26マイライソとは，電話会社事前登録制のことである。従来，利用者が新規参入の電気通信事業者を利用する場
　合，事業者識別番号（例えば，日本テレコムは「0088」）が必要であった。この事業者識別番号の煩雑さは，
　NTTと新規参入の電気通信事業者との公正競争が図られないという観点から，利用する電話会社をあらかじ
　め登録するマイラインが導入されることになった。日本経済新聞，2001年1月10日朝刊3面および総務省編
　『平成13年版　情報通信自書』，ぎょうせい，2001年，248頁。
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27郵政省「上限価格方式の運用に関する基本的考え方」，2000年。
28総務省「『プライス・キャップの運用に関する研究会』報告書」，2003年。
29郵政省，前掲資料（注27）。
302000年度からの生産性向上見込率算定に際しての報酬率の上限は3．36％，下限は1．26％と設定されており，
　NTT東は2．46％，　NTT西は1．26％の報酬率を用いた。また，2003年度からの生産性向上見込率算定に際して
　の報酬率の上限は1．98％，下限は0．96％と設定されており，NTT東西は中間値である1．47％の報酬率を用い
　た。郵政省「東日本電信電話株式会社及び西日本電信電話株式会社の提供する特定電気通信役務の基準料金指
　数の設定について」，2000年および総務省「東日本電信電話株式会社及び西日本電信電話株式会社の提供する
　特定電気通信役務のi基準料金指数の設定について」，2003年。
31総務省，前掲資料（注28）。
32電電公社の民営化直後の相互接続料金は，一般の利用者料金を用いた足し算料金制が採用された。また，1994
　年のアクセス・チャージ制度採用以降は，NTTの原価に基づいて相互接続料金が算定されることになった。
33佐藤治正「電気通信産業における競争ルール整備を巡る議論一増分費用導入とユニバーサル・サービスを中心
　に一」『三田商学研究』，第43巻，第3号，2000年，123頁。
34高三潴美穂「NTT接続料金引き下げ問題」『レファレソス』，第591号，2000年，70頁。
35長期増分費用方式の概念とその算定方法，そして長期増分費用方式に関わる問題点については，拙稿「長期増
　分費用方式による相互接続料金の算定方法」『商学研究論集』，第19号，2003年で検討しており，以下の記述も
　この拙稿を参考にしている。
36総務省「長期増分費用モデルプログラムCD－ROM」，2002年。
37長期増分費用方式は，電気通信事業法第38条の2第4項で規定されている。
38例えば，き線点RTコストの帰属問題等において両者の意見は相違している。
39NTT東日本「網使用料算定根拠（平成15，16年度）」，2003年をもとに筆者が計算した。
40NTT東西によって実際原価で報告される接続会計財務諸表においては，各設備の法定耐用年数にしたがって
　減価償却費が計上される。
41ZC接続の相互接続料金引き上げに対してKDDIなどの新規参入の電気通信事業者は，総務省を相手取り行政
　訴訟を起こした。日本経済新聞，2003年7月18日朝刊13面。
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